
	様式第七
	

	認定取消し通知書
	

	　　年　　月　　日
	

	特許庁長官      殿
	

	文部科学大臣

    


	

	 
	

	大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律第１１条第１項の規定に基づき、下記の者に平成・令和　　年　　月　　日付けで認定をした事業については、令和　　年　　月　　日付けで認定を取り消しましたので、同法第１１条第３項の規定により通知します。
	

	 
	

	記
	

	 
	

	１．事業者名
２．所在地
３．代表者
４．連絡先
	

	 
	

	（備考）

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

 

特定試験研究機関認定技術移転事業の取消し通知書の写しを添付すること。


	



